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	資料1	 各国の核弾頭配備数とその主要な運搬手段

米　　国 ロ シ ア 英　　国 フランス 中　　国

ミ
サ
イ
ル

ICBM
（大陸間弾道
ミサイル）

450基
ミニットマンⅢ� 450

313基
SS-18� 54
SS-19� 40
SS-25� 120
SS-27� 78
RS-24� 21

― ―

62基
DF-5（CSS-4）� 20
DF-31（CSS-9）� 42

IRBM
MRBM ― ― ― ―

128基
DF-3（CSS-2）� 2
DF-4（CSS-3）� 10
DF-21（CSS-5）� 116

SLBM
（潜水艦発射
弾道ミサイル）

336基
トライデントD-5� 336

144基
SS-N-18� 48
SS-N-23� 96

48基
トライデントD-5� 48

32基
M-45� 16
M-51� 16

12基
JL-1（CSS-N-3）� 12

弾道ミサイル搭載
原子力潜水艦 14 11 4 4 １

航空機
91機
B-2� 19
B-52� 72

79機
Tu-95（ベア）� 63
Tu-160（ブラックジャック）� 16

―
20機
ミラージュ2000N� 20 ―

弾頭数 2,150（うち戦術核200） 約3,800（うち戦術核約2,000） 225 300以下 240

（注）1　資料は、「ミリタリー・バランス（2013）」、SIPRI YEARBOOK（2012）、米NPR（2010）などによる。
2　12（平成24）年11月、米国は米露間の新たな戦略兵器削減条約を踏まえた同年9月1日現在の数値として、米国の配備戦略弾頭は1,722発、

配備運搬手段は806基・機であり、ロシアの配備戦略弾頭は1,499発、配備運搬手段は491基・機であると公表した。
3　10（平成22）年10月、英国の「戦略防衛・安全保障見直し」（SDSR）は、配備核弾頭数を120発以下に、保有核弾頭数を180発以下にする

としている。

	資料2	 主要な核弾頭搭載弾道・巡航ミサイルの性能諸元

区　分 国 名　　称 最大射程（km） 弾　　頭 誘導方式 備　　考

ICBM

米国 ミニットマンⅢ 13,000 MIRV（1又は3） 300～350kT又は300～475kT 慣性 固燃3段

ロシア

SS-18 10,500～16,000
MIRV（4又は10） 1MT×4、400kT、500kT

又は800kT×10 慣性 液燃2段
単弾頭 8MT又は20MT

SS-19 9,000～10,000 MIRV（6） 500～750kT 慣性 液燃2段

SS-25 10,500 単弾頭 550kT 慣性 固燃3段

SS-27 10,500 単弾頭 550kT 慣性＋GLONASS 固燃3段

RS-24 10,500 MIRV（3） 150～250kT 慣性＋GLONASS 固燃3段

中国

DF-5（CSS-4） 12,000～13,000
MIRV（4～6） 150～350kT

慣性 液燃2段
単弾頭 1～3MT

DF-31（CSS-9） 8,000～14,000
MIRV（3～4） 20～150kT

慣性＋天測 固燃3段
単弾頭 1MT

SLBM

米国 トライデントD-5 12,000 MIRV（8） 100kT又は475kT 慣性＋天測 固燃3段

ロシア
SS-N-18 6,500～8,000

MIRV（3又は7） 200kT×3、100kT×7
慣性＋天測 液燃2段

単弾頭 450kT

SS-N-23 8,300～12,000 MIRV（6） 100kT 慣性＋天測 液燃3段

英国 トライデントD-5 12,000 MIRV（8） 100kT 慣性＋天測 固燃3段

フランス
M-45 5,300 MIRV（6） 100kT 慣性 固燃3段

M-51 6,000～8,000 MIRV（6） 150kT 慣性 固燃3段

中国 JL-1（CSS-N-3） 2,150～2,500 単弾頭 20～500kT 慣性＋GPS＋
レーダ 固燃2段

IRBM
MRBM 中国

DF-3（CSS-2） 2,400～2,800 単弾頭 1～3MT 慣性 液燃1段

DF-4（CSS-3） 4,750 単弾頭 1～3MT 慣性 液燃2段

DF-21（CSS-5） 1,750～2,500 単弾頭 20～500kT 慣性＋GPS＋
レーダ 固燃2段

SRBM 中国
DF-11（CSS-7） 280～350 単弾頭 2～20kT 慣性＋GPS＋

終末誘導 固燃1段

DF-15（CSS-6） 600～900 単弾頭 90kT 慣性＋終末誘導 固燃1段
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区　分 国 名　　称 最大射程（km） 弾　　頭 誘導方式 備　　考

巡航
ミサイル

米国
トマホーク（TLAM-N） 2,500 単弾頭 200kT 慣性＋地形照合 海上／海中

発射型

AGM-86B 2,500 単弾頭 5～200kT 慣性＋地形照合 空中発射型

ロシア
SS-N-21 2,400 単弾頭 200kT又は410kT 慣性＋地形照合 海中発射型

AS-15 2,500～3,500 単弾頭 200～250kT 慣性＋地形照合 空中発射型

中国 DH-10／CJ-10 1,500～2,000 単弾頭 20～90kT
慣性（＋GPS）
＋地形照合＋
TV／レーダ

空中／地上
発射型

（注）資料は、「ジェーン戦略兵器システム（2012）」などによる。

	資料3	 主要国・地域の兵力一覧（概数）

陸上兵力 海上兵力 航空兵力

国名など 陸上兵力
（万人） 国名など トン数

（万トン） 隻数 国名など 機数

中 国 160 米 国 636.2 961 米 国 3,522

イ ン ド 113 ロ シ ア 204.0 979 中 国 2,579

北 朝 鮮 102 中 国 146.9 965 ロ シ ア 1,631

米 国 60 英 国 67.9 222 イ ン ド 930

パキスタン 55 イ ン ド 45.6 195 韓 国 620

韓 国 52 フランス 41.5 257 エジプト 608

ベトナム 41 インドネシア 25.6 159 北 朝 鮮 603

ト ル コ 40 ト ル コ 23.1 224 台 湾 513

ミャンマー 38 スペイン 22.7 124 イスラエル 484

イ ラ ン 35 台 湾 21.7 356 フランス 482

エジプト 31 イタリア 20.9 181 パキスタン 444

ロ シ ア 29 ド イ ツ 20.3 116 ト ル コ 423

インドネシア 30 韓 国 19.3 193 シ リ ア 365

タ イ 25 ブラジル 17.6 106 英 国 358

イ ラ ク
コロンビア 24 オーストラ リ ア 16.6 79 イ ラ ン 340

日 本 14 日 本 45.2 141 日 本 410

（注）1　資料は、陸、空については「ミリタリー・バランス（2013）」�
など、海については「ジェーン年鑑（2012－2013）」などによる。

2　日本は、平成24年度末における各自衛隊の実勢力を示し、作戦
機数は航空自衛隊の作戦機（輸送機を除く。）および海上自衛隊
の作戦機（固定翼のみ）の合計である。

3　配列は兵力の大きい順になっている。

	資料4	 主要国・地域の正規軍及び予備兵力（概数）

国名など 兵役制 正規軍（万人） 予備兵力（万人）

米 国 志　　願 152 81

ロ シ ア 徴兵志願 85 2,000

英 国 志　　願 17 8

フ ラ ン ス 志　　願 23 3

ド イ ツ 志　　願 20 4

イ タ リ ア 志　　願 18 2

イ ン ド 志　　願 133 116

中 国 徴　　兵 229 51

北 朝 鮮 徴　　兵 120 60

韓 国 徴　　兵 66 450

エ ジ プ ト 徴　　兵 44 48

イスラエル 徴　　兵 18 47

日 本 志　　願

陸 14 3.1（0.5）

海 4.2 0.07

空 4.3 0.06

（注）1　資料は、「ミリタリー・バランス（2013）」などによる。
2　日本は、平成24年度末における各自衛隊の実勢力を示す。
（　）内は即応予備自衛官の現員数であり、外数

3　ロシアは、従来の徴兵制に契約勤務制（一種の志願制）を加え
た人員補充制度をとっている。

4　ドイツにおいては、11（平成23）年4月に成立した改正軍事法
により、徴兵制は、11（同23）年7月1日に運用が停止され、
代わって新しい志願兵制が導入された。

	資料5	 わが国周辺の兵力推移の概要

極東ロシア 中国 日本北朝鮮 極東ロシア 中国 日本北朝鮮 極東ロシア 中国 日本北朝鮮
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